
 
 

働き方改革の推進に向けた連携協定書 

 

我が国は、急激な人口減少、少子高齢化という構造的な課題に直面しており、我

が国の経済成長を阻害する要因になっています。 

愛媛県においても、少子高齢化の進展や県外への若者の人口流出等により、全国

平均を上回る生産年齢人口の減少が続いており、県内企業の大半を占める中小企業

においては、人手不足が最大の経営課題となっています。 

 働き方改革は、これらの課題に立ち向かい、働く方がそれぞれの事情に応じた多

様な働き方を選択できる社会を実現し、一人ひとりの労働生産性及び企業の収益力

の向上を図り、成長と分配の好循環を生み出すための最大のチャレンジです。 

 平成 29 年 3 月 28 日「働き方改革実行計画」がとりまとめられ、「働き方改革を

推進するための関係法律の整備に関する法律」（平成 30 年法律第 71 号。以下「働

き方改革関連法」という。）が昨年 6 月に成立しました。罰則付の時間外労働の上

限規制は平成 31 年 4 月 1 日（中小企業は令和 2 年 4 月 1 日）から、年５日以上の

年次有給休暇の確実な取得は平成 31 年 4 月 1 日から、同一労働同一賃金（正規雇

用労働者とパート・有期・派遣労働者との間の不合理な待遇差の解消）については、

令和 2年 4月 1日から施行（中小企業のパートタイム労働者及び有期雇用労働者に

ついては令和 3年 4月 1日から適用）となります。 

 働き方改革関連法の円滑な施行をはじめとした働き方改革の推進に当たっては、

様々な経営課題を抱える中小企業の対応に特に留意する必要があることから、関係

団体と国が緊密に連携し、制度や支援策の周知等を図り、一体的に働き方改革の気

運を醸成していくことが不可欠です。 

 このため、愛媛県商工会議所連合会（以下「甲」という。）及び、愛媛労働局（以

下「乙」という。）は、「働き方改革の推進に向けた連携協定」（以下「本協定」と

いう。）を締結します。 

 

 （目的） 

第1条 本協定は、甲及び乙が、働き方改革関連法の円滑な施行をはじめとした 

 働き方改革の推進のため、二者の役割と連携・協力の内容などを定め、取組の促 

進を図ることを目的とする。 

 

（連携事項） 

第2条 甲及び乙は、前条の目的を達成するため、次の事項について取組を進める 

こととする。 

一 働き方改革関連法の周知及び働き方改革に取り組む企業の支援について 
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連携・協力すること 

二 愛媛労働局（労働基準監督署、公共職業安定所を含む）及び愛媛働き方改革

推進支援センター並びに県内商工会議所の連携体制の構築を推進すること 

三 愛媛働き方改革推進支援センターにおいて実施する個別相談及びセミナー

等の開催に当たって県内商工会議所と連携・協力すること 

四 愛媛働き方改革推進支援センターが窓口となって実施する個別企業に対す

る訪問による支援や出張相談会の開催に当たって県内商工会議所と連携・協力

すること 

五 その他必要と認められる事項に関し、相互に連携・協力すること 

 

 （協定の継続等） 

第3条 本協定に定めのない事項について定める必要が生じたとき又は本協定に 

定める事項を変更しようとするときは、甲及び乙で協議し、その内容を決定する

ものとする。 

 

 附 則 

 

本協定は、これを締結する日から実施する。 

 

本協定の締結に証するため、協定書を 2通作成し、甲及び乙が署名のうえ、各

1通を保有する。 

 

 

 令和  年  月  日 

 

 

甲  愛媛県商工会議所連合会 会頭 

 

 

                                      

 

 

乙  愛媛労働局 局長 

 

                                      


